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1.はじめに

今日、家族の多様化が頻繁に話題となる。し

かし、多様化の以前に、画一化があったというの

が家族を研究する者の中での一致した見解となっ

ている。画一化から多様化へとベクトルが変化し

ているのなら、それは家計にどのように現れてい

るのだろうか。

1947年から1949年に生まれ、「団塊の世代」と

呼ばれる世代は「家族の戦後体制」（落合；1998）

をいわば完成させた世代である。落合がいうとこ

ろの「家族の戦後体制」、もしくは「20世紀近代

家族」の特徴は、「二人っ子革命」による少子化、

画一主義、女性の主婦化などがあげられている。

「団塊の世代」前後の世代は、いわゆる「標準的

家族」を大多数の家族が演じた世代であることが

指摘されているのである。

本論では第一に、1947年から1949年生まれの世

代が含まれる1946-1950年出生コーホートに着目

し、ライフステージの上昇に伴う家計構造の変化

を総務省『全国消費実態調査』を用いて検討す

る。そして、第二に1946-1950年出生コーホート

以降の世代の家計の特徴について検討する。

2．1946-1950年出生コーホートの家族形成

『家族生活についての全国調査(NFR98)』デー

タを用いた安藤の分析によれば、1920年代・1930

年代出生コーホートの男性は、卒業（最終学歴

の卒業）と就職のタイミングにズレがある者が少

なからずみられるが、1940年代出生コーホートか

らはほとんどの者にズレがみられなくなった（安

藤；2001）。つまり、学校を卒業すると同時に就

職するという現在の「成人期への移行」パターン

が形成された世代であるといえよう。

1946-1950年出生コーホートの男性は20歳代後半

で半数以上が、30歳代後半では8割近くがすでに結

婚している（図表-1）。女性はさらに婚姻率が高く、

20歳代後半で約8割が、30歳代前半では9割が結婚

している（図表-2）。この世代の女性はいわゆる

「結婚適齢期」におおむね結婚していたことになる。

国立社会保障・人口問題研究所（2002）の推計

によれば1950年出生コーホートの完結出生児数分布

は、無子約１割、１人１割強、２人５割強、３人

約２割、４人以上約0.5割となっている（図表-3）。

つまり、1946-1950年出生コーホートは就職

（特に男性の就職）、結婚、出産を着実にこなし

てきた世代である。

3．1946-1950年出生コーホートの家計

『全国消費実態調査』の勤労者核家族世帯の家

族類型別家計についてみてみよう。1979年時点で

対象コーホートは29-33歳であり、「夫35歳未満夫

婦のみ世帯（以下、夫婦のみ世帯に略）」（世帯

主平均年齢28.2歳）、「子供１人長子2歳以下世帯

（以下、長子２歳以下世帯に略）」（世帯主平均年

齢29.5歳）と「子供2人長子3-6歳（以下、長子3-6
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歳世帯に略）」（世帯主平均年齢32.7歳）であると

考えられる（図表-4）。

1984年時点では34-38歳であり、「子供2人長子

小学生世帯（以下、長子小学生世帯に略）」（世

帯主平均年齢37.4歳）、1989年時点では39-43歳で

あり、「子供2人長子中学生世帯（以下、長子中

学生世帯に略）」（世帯主平均年齢41.9歳）、1994

年時点では44-48歳であり、「子供2人長子高校生

世帯（以下、長子高校生世帯に略）」（世帯主平

均年齢45.5歳）、1999年時点では49-53歳であり、

「子供2人長子大学生世帯（以下、長子大学生世

帯に略）」（世帯主平均年齢50.0歳）と「子供2人

長子15-21歳非就学世帯（以下、長子非就学世帯

に略）」（世帯主平均年齢49.1歳）が主に該当する

と考えられる１）。

「夫婦のみ世帯」（1979年データ）→「長子２

歳以下世帯」（1979年データ）→「長子3-6歳世

帯」（1979年データ）→「長子小学生世帯」

（1984年データ）→「長子中学生世帯」（1989年

データ）→「長子高校生世帯」（1994年データ）

→「長子大学生世帯」（1999年データ）もしくは

「長子非就学世帯」（1999年データ）としてライフ
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図表-1　男性未婚率の推移 

100.0 

90.0 

80.0 

70.0 

60.0 

50.0 

40.0 

30.0 

20.0 

10.0 

0.0

（％） 

出所：総務省『国勢調査報告』各年版 
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図表-2　女性未婚率の推移 
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ステージが上昇すると仮定して分析を行う。

(1)有業人員数

夫婦のみ世帯では有業人員数は1.49人であり、

２世帯のうち１世帯が共働き、もう１世帯が専

業主婦世帯となる（図表-5）。出産により有業人

員は1.16人となり多くが専業主婦世帯へ、長子が

3-6歳になると若干有業人員数は増え、共働き世

帯の割合がわずかに上昇している。

以後も、子どもの成長とともに有業人員数は

増加し長子小学生世帯で1.39人、長子中学生世帯

で1.51人、長子高校生世帯では1.60人となり、共

働き世帯は長子中学生世帯・長子高校生世帯で

５割を上回る。

(2)世帯収入

このような有業人員の減少に伴い、世帯年間

収入は夫婦のみ世帯の4,739千円から長子２歳以

下世帯の4,404千円へと減少している（図表-5）。

しかし、長子3-6歳世帯では4,780千円に回復し、

長子小学生世帯で5,746千円、長子中学生世帯で

7,298千円、長子高校生世帯では8,322千円である。

ただし、これらの世帯の年収増加の多くの部分

は、世帯主の年収増加によるものである。

(3)消費支出

家族生活が相対的に画一的である時代には、

収入階層による相違はあるものの、たとえば高齢

者世帯の家計支出の中で特徴的な費目が交際費

であるといわれているように、ライフステージに

特有の家計構造がある。夫婦のみ世帯における特

徴的な支出費目は教養娯楽関係費と外食費である

（図表-6）。教養娯楽関係費は25,319円（構成比

10.0％）、外食費16,808円（構成比6.6％）である。

夫婦のみ世帯で高かった教養娯楽関係費は長

子２歳以下で減少し20,165円（構成比8.2％）、長

子3-6歳では23,610円（構成比8.9％）、長子小学生

世帯33,949円（構成比11.9％）、長子中学生世帯

35,094円（構成比10.4％）、長子高校生世帯34,336

円（構成比8.8％）、長子大学生世帯では38,879円

（構成比7.5％）、長子非就学世帯33,425円（構成

比8.6％）であり、長子小学生世帯で教養娯楽関

係費の構成比は最も高い。

同様に、外食費も長子２歳以下で減少し11,569

円（構成比4.7％）、長子3-6歳では11,110円（構成比

4.2％）、長子小学生世帯17,278円（構成比6.1％）、

長子中学生世帯18,158円（構成比5.4％）、長子高校

生世帯14,834円（構成比3.8％）、長子大学生世帯で

は16,240円（構成比3.1％）、長子非就学世帯14,927

円（構成比3.8％）であり、夫婦のみ世帯に次いで

長子小学生世帯における外食費の構成比は高い。

ライフステージ前半の家計にとってもっとも大

きな支出は教育費である。長子3-6歳世帯では幼

稚園に通う子どもにかかる費用が発生することか
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図表-4　勤労者核家族世帯基本属性、黒字率、預貯金、教育関係費、教養娯楽関係費、外食費 
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注：1979年、1984年夫婦のみ世帯は夫35歳未満、1989年、1994年、1999年の夫婦のみ世帯は夫30歳未満。 
出所：総務省『全国消費実態調査報告』各年版、以下、出所記載のないものは左に同じ。 
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ら教育関係費が１ヵ月あたり約1万円以上増加し

ている。長子小学生世帯ではそれほど増加してい

ないが、長子中学生世帯から教育関係費はさら

に増加し32,309円、長子高校生世帯では71,065円、

長子大学生世帯で156,782円となる。

構成比でみると長子3-6歳では5.7％、長子小学

生世帯5.9％、長子中学生世帯9.5％、長子高校生

世帯では18.3％、長子大学生世帯では30.1％にも

のぼり、家計の消費支出全体の３割以上を教育

関連費が占めることになる。

図表-5　有業人員・世帯年間収入・1ヶ月の勤め先収入にしめる妻の収入割合 

注：＊1　1995年を100として実質化 
　 ＊2　夫と妻の1ヵ月の勤め先収入合計にしめる妻収入の割合 

夫婦のみ 長子3－6歳 長子小学生 長子中学生 長子高校生 長子大学生 
長子2歳 
以下 

長子15－21歳 
非就学 

有業人員（人） 

年間収入（千円）＊1 

妻収入割合（％）＊2
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13.6
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2.24 
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12.2

注） 各世帯類型内左列の単位は円、右列の単位は％ 
　　教育関係費、教養娯楽関係費は再掲 
　　値は1995年を100として実質化 

消費支出 
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　家具・家事用品 
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教育費は減少したか

1965年から1975年にかけて大学進学率は大幅

に上昇した（図表-7）。1975年から1991年まで進

学率は横這いのままで大きな変化はないが、1991

年以降再び大幅に上昇している。この変化の特

徴的であるのは、四年制大学への進学率において

男女差が縮小した点、それと反比例して女性の

短大進学率が低下した点にある。これまでは息子

により多く投資されていたのに対し、娘にも同等

に投資するように変化してきたことを意味する。

従って、子ども一人あたりへの投資額はかわら

ず、投資する子どもの範囲が広がったことが、家

計における教育関連費の支出割合上昇の要因の

一つであると考えられる。

また、大学の学費の上昇もその要因の一つであろ

う。1976年には国立大学の学費は147千円、私立大

学341千円であったが、2000年にはそれぞれ587千

円、1280千円となり、約4倍になっている（図表-8）。

(4)住居・黒字率・貯蓄

長子小学生世帯の持ち家率は58.9％、長子中学

生世帯の持ち家率は70.6％と上昇し、長子が高校

生以上になると約８割の世帯が持ち家である。

黒字率は有業人員数の減少にともない長子２歳以

下で一旦低下するが、長子3-6歳から長子中学生に

かけて黒字率は上昇する（図表-9）。教育関係費支

出が急増する長子高校生世帯から黒字率は低下し、

長子大学生世帯の黒字率は0.6％と赤字寸前である。

他方、貯蓄現在高はライフステージの上昇とと

もに一貫して増加している（図表-10）。夫婦のみ

世帯では2,905千円、長子２歳以下3,267千円、長

子3-6歳3,644千円、長子小学生世帯4,943千円、長

子中学生世帯7,955千円、長子高校生世帯10,224

千円、長子大学生世帯14,691千円、長子非就学世

帯10,285千円である。

貯蓄の内訳をみると、ライフステージが上昇す

るにつれて生命保険の割合が高くなっている。し

かし、これは時代による影響の方が大きいようで

ある。つまり同じライフステージにある各年のデ

ータを比較すると、1989年もしくは1994年で急激

に比率は高まっている（図表-4）。特にバブル経

済崩壊後、有価証券とくに株式の暴落により

1994年までに各世帯において資産配分を変更した

ものと思われる。1994年から1999年にかけて有価

証券の貯蓄に占める割合はさらに低下している。

一方、生命保険の割合も上昇していないのは、

資産選択のさらなる混乱を示している。

4．1946-1950年出生コーホート以降の家計

最後に、1946-1950年以降のコーホートが主に含ま
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れている世帯類型の家計の特徴についてみてみよう。

教育関係費の構成比は「長子3-6歳世帯」にお

いて1984年から、「長子小学生世帯」「長子中学

生世帯」についても同様に一貫して上昇している

（図表-4）。1999年時点の「長子3-6歳世帯」にお

ける教育関係費の構成比は8.1％、「長子小学生世

帯」7.6％、「長子中学生世帯」12.3％となっている

のである。

1997年に教育費支出額の低下が報じられるま

で、家計の中の「聖域」とよばれて

いた教育費であるが、1999年時点で

もなお、「聖域」を維持している。

いいかえれば、子どもをもつことは

戦後形成され普及した「標準的」あ

るいは「規範的」家族生活を営むこ

とにほかならない。

1990年代は日本経済の落ち込みと

同様、家計にとっても新たな局面を

迎えた時期であった。株の暴落、金

融システムの混乱は、1994年時点で

は家計の貯蓄に占める有価証券の比

率を極端に低下させた（図表-4）。

近代家族の形成の中で庶民の財

産・生活保障として、生命保険は家

計に着実に定着してきた（久木元；1995）。しか

し生命保険会社の相次ぐ倒産は財産・生活保障

としての機能に疑問を感じさせる結果となり、家

族形成期の家計貯蓄に占める割合を低下させた

（図表-4）。

5. 結びにかえて
2.で記したように、1946-1950年出生コーホート

は、その多くが就職、結婚、出産を着実にこな

図表-１０　貯蓄現在高と生命保険・有価証券の割合 
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図表-１１　加齢にともなう上昇が緩やかになっている男性賃金 
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してきた世代である。そして3.の分析結果をまと

めると、結婚や子どもの誕生により妻は離職し、

子どもが小学生の時にはレジャーとしての外食や

教養・娯楽のための支出を増加させ、子どもの進

学にともない教育のための支出を増加させる子ど

も中心主義の家計である。

1946-1950年以降の出生コーホートでも、子供

中心主義の家計の存在が確認された。内閣府の

『青少年の生活と意識に関する基本調査』（2001）

によれば、親の学歴があがるほど子どもへの進学

期待も高まるとされている。したがって1991年以

降上昇している高学歴化は、子どもをもつ世帯の

教育費支出をさらに上昇させ、子どもの育て方は

より画一的になる可能性がある。

一方で、晩婚化・晩産化、非婚化などの家族

形成や家族生活における変化が顕著になってきて

いる。2000年の国勢調査では、25～29歳男性の

69.3％が未婚者であり、30歳未満で結婚経験があ

る方が、むしろまれである（図表-1，図表-2）。国

立社会保障・人口問題研究所（2002）の推計に

よれば、1975年出生コーホートの完結出生児数分

布において無子が３割を占める（図表-3）。また、

年功序列型賃金制度の崩壊（図表-11）など家族

を取り巻く制度の変化も著しい。個人の生活選

択が大きく変わる中で、これまでに築かれた「標

準的」家族生活を選択する者はより画一化し、

異なるライフコースを選択する者との分離が今後

一層大きくなるだろう2 )。

注
1）前述したように、このコーホートのライフコースは他

と比較すると相対的に安定し、画一的であると考え
られ、また人口数も非常に多いので、このような時
系列データをつなぐという手法も許容できるものと考
えられる。他の世代については同じ手法を用いること
は困難であろう。
分析中の「長子高校生世帯」は別居の大学生の存在
が一定数いると考えられる（詳しくは永井(1997)）。
そのため、この世帯では実際の長子高校生世帯と長
子大学生世帯もしくは非同居の就学生がいる世帯と
の特徴を含んだ平均となっている。また、本論では
煩雑化をさけるために「非同居の就学生がいる世帯」
を分析に用いなかった。
親の年収と子どもの大学進学率は相関していることが

しばしば指摘されているように、「長子大学生世帯」
と「長子非就学世帯」では収入階層が異なっている
ことに留意する必要がある。

2）今回分析対象とした家族類型は、そのようなライフ
コースを選択した集団の平均であり、今後、平均で
はなく分布や多様な家族類型についての時系列的な
変化をみることから、子どもをもつ世帯においても家
計行動の新しい局面が見いだされるかもしれない。た
とえば共働き夫婦世帯と専業主婦世帯の比較があげ
られるが、大藪・江口（1999）の分析結果をみる限
り、共働き夫婦世帯において「標準的」家族生活が
強化されていると思われる。今後、共働き世帯が増
加しても、子どもの育て方、家計の支出には変化が
生じないことも考えられる。
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